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1．はじめに
　二〇〇五年末、ローヌ州タシン・ラ・ドゥミリューヌに、フランス第三位の電話会社ブイグテレコ
ムが、基地局を設置した。基地局近くに住む三組の家族が、基地局の撤去と、生活妨害と家屋の資産
価値下落の賠償金を求め提訴した。ヴェルサイユ控訴院は、基地からの電磁波量は、熱作用を起こす
ほどのレベルにはないということは認めながらも、「異常な隣人妨害」を認め、基地の撤去命令を下し
た1。
　一九一六年三月七日、サンデニの北にある武器貯蔵庫が爆発し、軍人十四人が死亡しただけでなく、
付近住民十九人が死亡、入十一人が重軽傷を負ったという事件が起きた。コンセイユ・デタは、無過
失で国家の責任を認めたが、判決条文によれば、その理由は事故が「通常隣人から生じうるリスクの
制限を超えたリスクを伴って」いたからだった2。
　およそ一世紀の隔たりのあるこの二つの事件は、どちらも隣人が起こす妨害の異常性を認めている。
しかし、武器倉庫の爆発と、なんら被害を起こしていないリレーアンテナの設置を同じであるといえ
るだろうか。この二つの事件を「異常である」と考える判断の裏に、価値観の変化があるのではない
だろうか。
　本稿の目的は、フランソワ・エワルドとともに、この二つの事件のあいだにある隔たりを測定し、
今現在起こりつつある変化を明らかにすることにある。そのために、まず第二章では、なぜ「正常／
異常」という区別が法の問題になるのかを、ノルムと正常という観点から考察する。第三章では、エ
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一125一
第51巻第2号2013年3月
ワルドの『福祉国家』を用いながら、伝統的な近隣妨害の理論について考察し、第四章では、エワル
ドの予防原則に関するいくつかの著作を参考にしながら、先に挙げたタシン判決について考察するこ
とにしたい。
2．ノルムと正常
　「ノルムnorme」と「正常normal」という問題について、最も重要な著作を残したのは、二十世紀フ
ランスの科学哲学を代表するジョルジュ・カンギレムである。この章では、論文「正常と病理」
［Canguilhem　1965→2003＝2002］を参照しながら、ノルムと正常がもつ意味について考察していく。
　カンギレムは、このような問いをたてている。病理的であるということとは、異常であるというこ
とだろうか。もしそうならば、病理的の反対は、正常だろうか。健康とは正常なことだろうか。その
場合、アノマリーや奇形はどこに位置づけられるだろうか。
　この問いに対して、カンギレムは、正常という言葉がもつ両義性に着目することから始めている。
正常は、「あるときは統計学的調査によって記述可能な事実」［200ニ180－181］を示し、「またあるとき
は、典型あるいは完全な形態という意味での理想」［200＝181］を示している。すなわち、あるときは
ある集団の平均値という事実を示し、またあるときには、理想という積極的な価値評価を示している。
カンギレムは、こうした両義性を避けるよりも、両義性があることで生まれる活力を理解し、その根
拠を探ることが重要であると考えた。
　カンギレムによれば、こうした問題系の出発点はビシャに見出すことができるという。というのも、
ビシャは、物理的現象がもつ統一性に比べれば、生命力の不安定性や不規則性こそが、有機体の明確
な特徴であると考えたからである。こうした考えを受け継いで、クロード・ベルナールは、真理と実
在、類typeと個individuというように区別することからはじめている。ベルナールによれば、真理は
類の中にあるが、実在は絶えず類から異なっている。類が現実にものになることはない。なぜなら、
もし現実化すれば、個は消え去り、みんな似通ってしまうからである。したがって、問題になるのは
個と類の関係である。
　しかし、カンギレムは、このベルナールの考えに異議を唱える。なるほど、類から個を分離するこ
とで、生命の不規則性を理論の基礎に置いてはいる。しかしながら、類を理想型として捉えることは、
個体をかりそめの非合理的なものとして考えることになる。その場合、偏差は、人間の計算によって
は、どうしても方式に還元できない「異常」として現れてしまう。その場合、異常とは、自然の誤謬、
失敗や浪費として説明されることになる。
　カンギレムは、生命を法則間のシステムと捉えずに、特性間の秩序として捉えるべきだと述べてい
る。特性間の秩序として考えることは、能力の組織や機能のヒエラルキーを作りだすのが、競合する
力の均衡や、補償、妥協であると考えることである。したがって、生命の秩序の安定性は、一時的な
ものである。この枠組みにおいて、個体の独自性は、失敗ではなく、試みや冒険として解釈される。
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独自性には、いかなる否定的な価値判断も含まれてはいない。ここにおいて、アノマリーや異常は、
近代医学以前に持っていた軽蔑的ではない価値を取り戻すことができる。すなわち、「アノマリーと
は語源的には、不均等、水準の差異のことである。異常とは、単に差異のこと」［205＝187］である。
したがって、不規則性は、実存そのものである。
　逆に言えば、正常は、絶対的、本質的な意味を持ち合わせていない。「生体も環境も別個に考察され
るならば、正常なものとは言われず、ただ関連において正常なものと言われうる」［208＝189］。そして
正常さが再生産され、維持、増殖することで、生命上の重要性と価値を獲得したものを正常と言うの
である。そうした意味では、「正常なものnormal」には、「規範設立的normatif」な側面がある。しか
しながら、「異常なものanormal」が再生産を通じて正常なものを生み出す可能性があるという意味で
は、「規範norme」は、アルケタイプではなく、プロトタイプだといえる。したがって、「規範norme」
に「正常さnormal」という価値を与えるのは、状況や環境の一時的な安定性であるということになる。
　ところで、カンギレムはこのノルムという語の出自について、こう述べている。「normaは直角定
規を表すラテン語であり、normalisは垂直を意味している………。あるノルム、すなわちある定規（規
則）は、まっすぐにしたり立てたり立てなおしたりするのに役立つものである」［Canguilhem　1966：
177＝1987：221］。すなわちノルムは、あてがわれるべき正しい定規のことである。一方の正常という
語は、はじめ教育制度と衛生制度という二つの制度で使われる特殊な用語であったものが、日常に入
り込み定着したものである。エワルドは、ノルムと正常が混同されていく様をこのように記述してい
る。
　・十九世紀の初めに、規則とノルムの関係に奇妙な大変動が起こる。ノルムはもはや規則の
別の名称ではなくなる。それは、さまざまな規則のうちの一定の型であり、さまざまな規則を
作り出す方法であり、おそらく最も重要なのは、価値を与える原理である。……。その指標は
もはや直角定規ではなく、平均である。ノルムは今やその価値を、正常と異常の対立の働きに、
正常と病理の対立の働きにもっているのである［Ewald　1992：202］。
　こうしたカンギレムの分析を受けて、ミシェル・フーコーは近代社会とは正常化normalisationを
使命とする社会であったと述べている。すなわち、一方には身体を監視し管理し矯正することで、身
体の振る舞いを標準へと近づける微小な権力作用があり、他方では人口全体に対する統計学的調査と
介入によって住民人口を平均へと近づけようとする調整作用がある。フーコーは、この2つの技術の
組み合わせを「生一権力」と名付けたが、その権力が行うのは、「生きた者を価値と効用の領域に配分
すること」［Foucault　1976：189＝1986：182］である。すなわち、身体を「資格を定め、測定し、評価
し、上下関係に配分する作業」［ibid．］であり、人口を「規準となる常態のまわりに配分する作業」
［190＝182］である。そして、こうした生一権力の働きが、近代社会の使命であるとするならば、法も
またノルムとして機能するに違いない。すなわち法は、医学や行政のように身体や人口の調整をつか
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さどる一連の機関の中に組み込まれるはずである。
　カンギレムとフーコーを参照しながら、エワルドは、福祉国家こそがノルムの働きによって機能し
ていると述べている。
生一権力の夢を実現したものが福祉国家である。それは、安全の問題の改革をもとにして十九
世紀末に生まれた。福祉国家とは、もはや他人の攻撃から各人の自由を保護することを目的と
する国家ではなく、個人が自分の生命を管理する方法に責任をもつ国家である［Ewald　1985：
43＝94－95］。
ここでエワルド述べている安全の問題の改革とは、一連のリスク法が成立することを示している。そ
れは、民法一三八二条の過失責任では保障されない危険な労働の損害を、職業リスクとすることで社
会全体で負担することである3。また、病気のリスクを健康保険で、老いのリスクを退職年金として
社会全体で負担することである。すなわち福祉国家とは、巨大な保険会社に他ならない。そしてその
機能は「確率論的・統計学的認識論と利益・損害の配分原理とのカップリング、すなわち『標準』を
軸として利益と損失を社会の総体に配分すること」［中山1995a：120］なのである。
　こうした改革に取り組んだのは、十九世紀の法学者たち、いわゆる、科学学派である。彼らは、法
の源泉は、法文の中ではなく、社会そのものに見ていた。例えば、サレイユはこう述べている。
事実を観察せよ。そしてそれらを理性や、正義や、理想へと結びつけよ。そうであらねばなら
ぬ事実を生み出すために、理性や、正義や、理想から出発してはならない［Saleilles　1902：94－95］。
彼ら科学学派から見れば、「労働法や社会保障法といった法典を完成させようとすることには意味が
ない」［Ewald　1986：485］ということになる。というのも、社会が絶え間なく変化しているのに対し
て、法はそれが施行された時点で固定し変化しないため、「すべての法は、公布されるやいなや、すで
に追い越されてしまう」［487］ためである。そのため、求められているのは「司法のノルムが社会の
ノルムに適切であること」［504］であり、「実定法が客観法に適切であること」［ibid．］である。しか
し、社会が変化し法が不変であるならば、そこにはつねに溝があることになる。とすると、法の実践
にとって最も重要な課題は、この溝をいかにして埋めるかということになる。
　そこで科学学派たちが注目したのが「均衡equilibre」という概念だった。フランソワ・ジェニーは、
均衡という概念をこのように説明している。
3　10i　du　l　avril　1898，　loi　du　9　avril　1898の二つの法。四月一日法は、病気のリスクの補償であり四月九日法は、労働事
故のリスクの補償である。この後、リスクに基づく法は、退職年金の補償（loi　du　14　juillet　1905，　loi　du　5　avri11910）
や、国家責任の補償（loi　du　16　avril　1914，　loi　du　17　avri11919）に広がっていく。loi　du　5　avril　1928　，　loi　du　30　avril　1930，
loi　du　11　mars　1932によって、社会保険制度が成立し、　ordnance　du　4　octobre　1945，loi　du　22　mai　1946，　loi　du　30　octobre
1946によって、社会保障制度が成立した。詳しくは［Ewald　1986：395］を参照。
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私法上、正当で満足のいく規則がないときは、この目前にある利益問の均衡の原理が、つねに
法解釈をする法律家を導かなければならない……。この原理の目的は、衝突するさまざまな願
望に対して、最も適切な満足を与えることである。というのも、人間の社会的目的を達成する
には、公平な和解が必要に思えるからである。こうした結果を得る一般的な方法は、目前の利
益を認識し、それぞれの力を評価し、それらを、いわば、正義の天秤にかけることである。そ
れによって、社会的規準によればより重要な優越性を保証しうるし、最終的には、対立する利
益のあいだに、明らかに望ましい均衡をつくることができるだろう［Geny　1919：167］。
エワルドは、この均衡の原理にある四つの特徴を挙げている。すなわち、①それぞれに内在する質で
はなく、2つの利益の関係や関連が問題になっていること、②社会の変化に対応していること、③配
分の原理であること、④比較の原理であり、社会全体の利益を想定にしていることである。エワルド
は、こうした特徴を考慮に入れるならば、この均衡の原理は、ノルムに他ならないと述べている。社
会法の観点からは、均衡の判断は「規範設立的normatif」であり、全体と部分との関係に従って機能
するこの均衡の判断は、標準の観念に基礎を置く判断に他ならない。エワルドは言う。
均衡の観点から判断することは、行為や実践の価値を、社会的正常性との関係に従って判断す
ることである……。したがって、それは相対的に判断することである。同じ行為も、ある場所
では罰され、別の場所ではそうではない。処罰の原則の原因となるのは……、他者との関係で
ある。すなわち、異常、乱用、過度である。それは、ある一定の限界、ある一定の閾を越える
ことだが、その限界や閾じたいも自然ではなく社会的なものであり、したがって時間と場所に
よって変化するものである［Ewald　1986：473］。
エワルドは、均衡の原則すなわちノルムによって、十九世紀以降、責任を基礎におく体系がリスクに
置き換わっていったと述べている。リスク、すなわち、社会的な利益・義務を、公平に分担すること
の要求である。隣人とのトラブルに「異常な損害」の理論を用いること。公権力の責任の基礎に「公
的責務に関する平等」の原則を据えること。契約において、「適性報酬」「適性賃金」あるいは「適性
価格」を要求すること。これらの原理の基礎には、社会における平均から見て、当該行為や賃金が過
度ではないか、逸脱していないかという視点が存在するのである。では、次章ではエワルドがノルム
の代表としてあげた原理のうち、近隣妨害における「異常な損害」について見ていくことにしよう。
3，近隣妨害と正常
近隣妨害とは、隣人の出す煙や悪臭、粉塵や騒音、音波障害や日照阻害など、自己の権利の行使か
ら必然的に発生する損害を、いったい誰が負担すべきなのかという問題である。ここでは、最も古い
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判例のひとつである、一九〇七年二月十八日の破殿院判例を見てみよう。瓦工場の近くにあった居住
家屋に住んでいた賃借人が、煉瓦窯から生じる煙と悪臭のために、退去しなければならなくなったと
いう事件で、破殿院は、瓦工場に責任を認め、次のように判決した。
自己の工場経営によって、近隣者に通常の義務の範囲を超える損害を引き起こした者が、その
損害をさけるためにとるべき必要な措置を怠ったときには、その者にフォートがある4。
ここで注意すべきなのは、責任があるか否かを決めるのが、隣人としての「通常の義務の範囲」を超
えるかどうかという点にある。学説は、判例の法的保護については一致して賛同している。しかし、
「隣人」や「通常／異常」という区分や、「フォート」の位置づけについてその説明は多岐にわたって
いる。この隣人としての通常の受忍義務とは何なのか。逆に言えば隣人を過度に妨害するとはどのよ
うな場合を指すのだろうか。そもそも判例の言うフォートとは、民法一三八二条の過失責任のことな
のだろうか。
　例えば、判例の言うフォートが、一三八二条の過失責任に当たると主張したのは、マゾーである。
マゾーは、一三八二条のフォートを次のように展開している。
人は近隣者に対しある一定限度の妨害を与えることができる。すなわち、その限度における受
忍は社会生活を行なう者にとって必要である。しかし、人が越えるべきではない一定の限界が
存在する。通常人ならこの限界を越えない。それゆえ、その活動により近隣者に対し通常の受
忍義務以上の妨害を惹き起こした者にはフォートがある5。
これに対して、アンドレ・タンクは、判例はフォートではなく、リスクの観念を用いていると説明し
ている。
なるほど、一般企業は全体的利益に貢献するであろう。しかし、近隣者のみがこの企業活動か
ら生じる負担……を負うことは、衡平にそしてまた社会連帯に反することとなろう。公法人は、
その活動によって近隣者に異常な損害を引き起こした場合には、その損害を賠償せねばならず、
その賠償による負担はすべての納税義務者に再分配されなければならない。同様のことが私的
企業にも妥当する6。
このタンクの説に現れているのは、一三八二条をめぐるもう一つの議論である。炭鉱のように、危険
4　Cour　de　Cassation，18　fevrier　1907，　D．1907．1．385．
5　［淡路1965：（二）93］からの引用。
6　［淡路1965：（二）96］からの引用。
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かつ規則的に事故がおこる労働について、雇用者に過失がなければ、損害を保証しなくて良いのだろ
うか。危険な労働によって社会全体が利益を得ている以上、そこから生じる損害も、社会全体で負担
するべきではないのだろうか。エワルドはこうしたリスク理論を次のように要約している。
誰かが危険な行為に関連した損失を受けて……、他の者や社会全体がそこから利益を受けると
いうのは不正である。立法は分配の中で均衡を回復しなければならない。したがって、利益を
受けている人間を罰するということはないにせよ……、少なくとも彼らに関連のある損害につ
いてはその損害の負担を彼らに負わせなければならない。過失という観念では、権力と自律の
行使のみを処罰することが可能であったが、リスクという観念では、利益を法的に差し押さえ
ることが想定されているのである［Ewald　1986：244］。
すなわち、誰かが危険な仕事をして、そこから社会が利益を受けているのならば、その危険な仕事か
ら生じる損害を負担するのは社会である。
　隣人妨害も、こうした損害とリスクを公平に分担する社会という流れの上にあると考えるならば、
「隣…人」や「正常／異常」という観念をどのように理解すべきだろうか。エワルドによれば、この「隣
人」という言葉の中には2つの意味が込められている。それは、大変な時も助け合うことができると
いう側面と、気詰まりや喧喋、不自由という側面である。すなわち、危害を加えない隣人は存在しな
い。しかし、社会という側面から見れば、危害や騒音は普通normalesであるし、「ある程度の危険な
隣人は必要」［337］なのだ。そうした人々も含めて、損害を負担しあう社会というものをこの言葉の
中に見いだすことができる。このことをエワルドは次のように述べている。
社会関係が隣人の関係として構想される範囲において、責任の判断の規則は変容する……。事
故の規則性と相互の傷害の規則性が明らかにするのは、今や社会における人間関係が、衝突の
関係であり、相互に傷つけあう関係であるということなのだ。もはやわれわれが罰することが
できるのは、節度を越えた場合、衡平を壊した場合のみである。すなわち、過度や乱用である
［338］。
隣人が危害を加えることは通常だが、それが過度である場合には処罰されなければならない。隣人の
行為が、耐えられるか耐えられないか、あるいは許せるか許しがたいかの評価が問われている。言い
換えれば、ある行為が、標準に照らして行き過ぎではないか、正常であると言えるかが問題になるの
である。
判断の社会的規則のなかで、ノルムの概念は、フォートの概念にとって変わる。もはや、許可
／禁止という分割の原理に従って判断することはない。もはや互いに損害を惹き起こしてはは
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ならないという一般原則にしたがって判断することはない。今や判断は、平均moyenneとの
関係において……なされるのである［ibid．］。
このように考えるならば、近隣妨害とリスクを国家が補償することは、表と裏の関係にあると言える
だろう。職業リスクを認めることは、事故が起こることを異常ではなく、正常な出来事として捉える
ことである。そして事故に規則性があることこそ、保険のメカニズムによって補償が可能になる要件
である。近隣妨害はむしろ、妨害を異常ではなく、正常であると認めることである。したがって、損
害の補償は、例外的に過度な場合に限られるわけだ。いずれにしても、これらは社会という集団のな
かにある平均からの偏差によって補償の範囲を定めていることになる。
　したがって、隣人妨害訴訟において、裁判官が見出すべき基準は、原告と被告の関係の中にはない
し、損害そのものの中にはない。それがあるのは、原告と被告が社会の中でつくりだす関係であり、
およそ社会に存在する損害の中でその損害が占める位置であり、平均的な損害とその損害とが作りだ
す関係であり、すなわちその偏差にあるのである。
4．タシン判決と正常
　では、最後にタシン判決を見ながら、現代におけるノルムと正常の関係について見ていくことにし
よう。二〇〇五年末、ローヌ州タシン・ラ・ドゥミリューヌに、フランス第三位の電話会社ブイグテ
レコムが、基地局を設置した。この基地局は、高さ十九メートル、樹木の形のコンクリート製で、四
方ニキロメートルをカバーするものだった。二〇〇七年一月、基地局近くに住む三組の家族が、ナン
テール大審裁判所（地裁）に、①基地局の撤去、②撤去しない場合の遅延金一日につき五〇〇ユーロ、
③生活妨害と家屋の資産価値下落の賠償金を求め提訴した。ナンテール裁判所は、このリレーアンテ
ナの設置が、「異常な隣人妨害trouble　anormal　de　voisinage」にあたるとして、原告の訴えを認容し
た7。二〇〇九年に行われた控訴審においても、ヴェルサイユ控訴院は、ナンテール裁判所の判決を
支持している8。
　問題なのは、この基地局が出す○．三～一。入V／mという電磁波量である。なぜならば、これま
でなされたリレーアンテナに関する科学的調査を参照するならば、この電磁波量が健康に被害を与え
ることはまずないと考えられるからである。実際、ヴェルサイユ控訴院は、熱作用が科学的に証明さ
れた損害であるが、基地からの電磁波量は、熱作用を起こすほどのレベルにはないということを認め
ている。すなわち、基地局が出す電磁波量は正常なはずである。
　では、なぜ原告の訴えが認められたのだろうか。ナンテール裁判所とヴェルサイユ控訴院に共通す
7　Tribunal　de　Grande　Instance　de　Nanterre，18　septembre　2008，　n°07／02173，8e　ch．，S．A．　Bouygues　telecom　c／
Eric　Lagouge．
8　注1を参照。
一132一
明治大学社会科学研究所紀要
る判旨をまとめるならば、こうである。健康リスクに関する科学的論争には結論がでていない。した
がって、現在健康被害を惹き起こす可能性があると認められている熱作用以下であっても、生物学的
に影響が出る可能性を否定できない。すなわち、予防原則的警告が存在するのだが、ブイグ社は健康
リスクがないことを証明していないことは、予防原則を尊重していないことになる。
　したがって、この判決をよく理解するためにも、まずは予防原則について見ておくことにしよう。
二〇〇五年、予防原則を含む環境憲章が、フランス憲法前文に組み込まれた。これは、一七八九年の
自由権を定めた人権宣言、一九四六年の社会権を定めた憲法前文に次いで、第三世代の人権を宣言し
たものとして説明されている。環境憲章が保障するのは、環境権や参加権などの権利と、環境回復義
務や予防原則などの義務である。予防原則を定めた環境憲章第五条は、次のように書かれている。
損害の発生が、科学的認識の現状において不確実であっても、環境に対して重大かつ不可逆的
な仕方で悪影響を及ぼし得るときには、公権力は、予防原則の適用により、並びにその権限の
範囲において、損害の発生を防ぐために、リスクの評価手続を実施し、暫定的かつ比例的な措
置を取る義務を負う。
環境憲章制定に際して、最も問題になったのは、この予防原則を憲章の中に書きこむかどうかだった。
フランス経営者団体（MEDEF）の当時の会長であったセリエールは、この原則が技術革新の阻害に
なると早くから反対を表明してきた。科学アカデミーや医学アカデミーも、科学的調査のブレーキに
なると非難してきた。二〇〇七年、「フランス経済成長解放委員会」を任されたジャック・アタリは、
サルコジ大統領に対し、経済成長のためには「予防原則を脱憲法化」するように助言した9。
　一方、国立科学センター所長、自然史博物館館長を含む二百十五名の科学者たちは、予防原則を積
極的に支持する請願書に署名をしている。自然史博物館館長のジャン・クロード・ルフェーブルはこ
う述べている。「疑いこそが科学を進歩させる。そのことを人々は忘れがちである」。フランス自然環
境団体（FNE）とフランス最大の消費者団体UFC　Que　Choisirは、「予防原則を削除すれば、環境憲章
の存在そのものを空っぽにしてしまうだろう」と発言している10。サルコジ大統領もまた、ジャック・
アタリの助言に反して、この環境憲章の内容を実体法化するために、ジャン・ルイ・ボルロー環境相
に環境グルネル会議を組織するよう指示し、その会議を踏まえてグルネル法一・二をそれぞれ成立さ
せている11。
　第五条の文言を素直に読むかぎり、この条文は、公権力に向けられたものであり、しかも、環境に
対する損害が取り返しがつかない場合で、かつ科学的に認識が困難な場合にのみ適用されるはずであ
9　［Ewald　2009c：12］を参照。
10Patricia　Eliane　’Le　charte　de　1’environnement　en　p6ril，’　in　Liberation，14　avril　2004，を参照。
11　Loi　n°2009－967　du　3　aotit　2009　de　prograrnmation　relative　a　la　mise　en　oeuvre　du　Grenelle　de　1’environnementおよ
　び、Loi　n°2010－788　du　12　juillet　2010　portant　engagement　national　pour　environnementを参照。
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る。逆に言えば、個人に直接適用される文言ではないはずだ。事実、破致院は、ジョゼ・ボヴェが遺
伝子組換え作物を引きぬいたことが問題になった刑事裁判において、予防原則の適用を求めた控訴を
棄却している12。
　しかしながら、エワルドは、この環境憲章第五条は、二通りの読み方ができると述べている。一つ
は、予防原則は、環境に対する原則であるという読み方である。しかし、二つ目の読み方は、「予防原
則の適用により」という文言から、予防原則は環境に限らずより一般的な原則であるというものであ
る13。事実、狂牛病に対するフランス政府の対応は、予防原則を健康の分野に応用したことを示して
いる。では、なぜフランス政府は、健康の問題に予防原則が適用されるのだろうか。
　そのことを知るためには、環境憲章の設立過程について知っておく必要がある。環境に関する権利
を憲法に組み込もうという動きは、一九八九年に、国民議会議長ロラン・ファビウスがその必要性を
表明することから始まった。翌一九九〇年には、ミシェル・バルニエやバラデュール首相も、同様の
必要性を述べていた。一九九二年に、リオデジャネイロで行われた環境サミットで、予防原則が採用
されると、一九九五年には、バルニエ法が成立し、環境権と環境保全の原則が実定法によって保障さ
れることになった。この流れを受けて、二〇〇三年の大統領選に際し、シラク候補が環境憲章を憲法
前文に組み込むことを公約とし、二〇〇五年の成立となるわけだが、この間、フランス国内では、ア
スベスト問題、薬害エイズ問題など、科学的に不確かな事柄が、健康に害を与えるスキャンダルが続
出した。そのため、環境憲章は、単に環境に関する権利だけではなく、健康に関する権利も併記する
ことになる。例えば、環境憲章の第一条は、次のように書かれている。
各人は、均衡が取れ、そして健康を尊重した環境の中で生きる権利を有する。
すなわち、予防原則を健康の分野に応用することは、第五条と第一条の組み合わせによるものなので
ある。しかし、たとえ予防原則が、健康と環境に適用されるとしても、それが適用される対象は、や
はり公権力だけではないのだろうか。個人の健康に予防原則を直接適用しているタシン判決をどのよ
うに見るべきなのだろうか。
　タシン判決から六日後、エワルドは自らが編集委員をつとめるLes　Echos誌に、「予防原則の悪魔的
な働き」というタイトルで、この事件についての記事を寄せ、このように説明している。予防原則は
本来公権力に向けられたものだった。すなわち、重大かつ取り返しがつかない潜在的な損害がある場
面で、公権力は、専門家の鑑定をや予防措置をしなくてはならないという内容である。その意味では、
国家は国家の主人として振る舞うことを予定していた。しかしながら、エワルドはこう述べている。
「憲法的価値に組み入れられることで、市民も裁判官も、予防原則の宛先を自分たちで評価し、その適
12Cass．　crim．，7　fevrier　2007，　pourvoi　n°06－80，108．を参照。
13　［Ewald　2007］を参照。
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用に注意を払う義務を互いに認め合うことが可能になった」［Ewald　2009a：19］。すなわち、予防原則
の主人はもはや国家ではなく、その使用方法は市民や裁判官に委ねられたことになる。
　この記事のなかで、エワルドは、基地局の電磁波リスクの科学的認識が不確実かどうかに注目して
いる。第一審のナンテール裁判所は、リスクは仮定的ではなく実際にあると認定している。本来なら
ば、予防原則は、「科学的認識が困難な」状況に適用される原理のはずだ。しかし、エワルドによれば、
ヴェルサイユ控訴院は、第一審の判決理由を修正することなく、むしろこう拡大している。
リレーアンテナから生じる仮定的なリスクに関する不確実性そのものが、近隣者に現実の「苦
悩」や「恐れ」を生み出している。その事実こそが、「異常な隣人妨害」を構成しているため、
賠償されなければならない［ibid．］。
ここには、社会の平均との偏差から損害を測り、過度ではないかを判断するかつての隣人妨害の姿は
ない。つまり、妨害があるのが正常であり、過度な損害のみ社会全体に分配しようとする社会像も変
容していることになる。なぜならば、予防原則が適用される限りにおいて、その損害は決して実現さ
れてはならないものだからだ。したがって、損害の公平な分担という観点は問題にならない。損害が
平均に照らして過度かどうかという判断は、この場合関係のないものである。
　では、この新しい隣人妨害における異常とは何を示しているのか。そこにおける隣人との関係性は
どのようなものなのだろうか。この記事と同じ二〇〇九年に出された論文「予防原則の力学」［Ewald
2009c］で、エワルドは、このように分析している。裁判所が問題にしているのは、対立する専門家の
見解が増加していることにゆらいする不確実性、または公権力が実施する予防手段の適用、それ自体
が該当する人々に妨害を形作っているということである。そしてその妨害とは、裁判所によれば、ス
トレスや苦悩のことである。ストレスや苦悩が健康に属するものであるという限りにおいて、そして
健康に予防原則が適用されるという限りにおいて、それらは異常であると形容される。したがって、
裁判所が被害者に認めたのは、「ストレスや苦悩なしに生きるという主観的権利」［41］である。
公権力が、この場合厚生省が、こう断言することはできる。世界的な公の専門的知識（WHO）
および国内的な公の専門的知識（Afsset）に基づいて、アンテナの出力からは、健康に対してい
かなるリスクを生み出すことはない、と。しかしながら、科学的か否かを問わず、論争がある
というたった一つの事実によって、大臣の発言には疑いがかけられる。その疑いが苦悩を生み
出し、その苦悩が権利を構成する。………。裁判官が創造したのは主観的権利だが、それによっ
て、個人の利益は集団の利益に勝ることになる［ibid．］。
ここでエワルドが述べているのは、タシン判決の二ヶ月後、ナタリー・コシュースコ＝モリゼ経済開
発担当大臣が開催した、「高周波および健康と環境に関する会議」（アンテナグルネル会議）の内容で
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ある14。この会議では、WHO、　SCENIHR、　Afssetなどが作成した科学資料によって15、リレーアンテ
ナによって健康被害が出ないということが確認されている。しかしながら、コシュースコ＝モリゼ大
臣が下した結論は、リレーアンテナの出力基準値を減少させることだった。かつて科学は、統治者が
正しいものと誤っているものを区別するための知識という特権的な役割を担っていた。しかし今や、
「科学は、意見や感情と同じく、数ある声のうちの一つ」［Ewald　2009b：3］であるにすぎない。今科
学が担う役割は、真／偽の区別をすることではなく、むしろ「説得的で将来性のある決定をするため
の問題提起」［4］にすぎないのである。このことは、アンテナグルネル会議に、一人の科学者も召集
されなかったことによく現れている。
　したがって、正常な妨害を受忍する義務や、損害が平均からどれだけ隔たっているのかは問題には
ならない。正常と異常の間に線引きをするのは、純粋に個人的な心理状態、すなわちストレスや苦悩
である。言い換えるならば、問題なのは、リスクにさらされる人々が科学的情報との間につくる関係
であり、それが苦悩や恐れを生み出すかどうかということである。したがって、「状況を把握するには、
リスクの客観的で科学的な次元と、主観的な次元、すなわち関連する人々の感受性を区別する必要」
［Ewald　2009c：42］がる。つまり、科学の実態とは別に、つねに「人々の経験」［ibid．］を考慮に入れ
ておく必要があるわけだ。エワルドはここで、行政法の古い概念を想起している。
一七八九年の領土の区画組織に関する法以来、行政警察は三重の命令に従ってきた。すなわち、
安全、衛生、平穏である。この三つのうちで、平穏の命令がもっとも風化していた。しかし、
タシン判決は、この平穏の命令に再び息吹を与えたように思われる。つまり、平穏の命令が保
証しているのは、テクノロジーの侵略へ向けた平穏、またはテクノロジーの急激な広がりへ向
けた安らぎへの権利なのではないだろうか［Ewald　2009b：4］。
かつての隣人関係voisinageは、連帯の思想によって支えられてきた。過度ではない妨害は正常なも
のとして受忍しあう関係だった。しかし、予防原則が私人のあいだに適用されることで、この隣人関
係も変化することになる。エワルドの言うように、今や「連帯するとは、隣人ヘリスクを生じさせな
いこと」［Ewald　2009a：19］なのである。
5．おわりに
今までエワルドと共に考察してきたノルムの歴史的変化を踏まえて、予防原則によって、客観的に
14　Table　ronde《Radiofr6quances，　sant6　et　environnement》，Dossier　de　presse，23　avril　2009．を参照。
15Afssetは、フランス環境労働衛生安全庁（L’Agence　franCaise　de　s6curit6　sanitaire　de　1’environnement　et　du　travai1）
　のことであり、SCENIHRは、新規の及び新たに特定された健康リスクに関する科学委員会（Comit6　scientifique　des
　risques　sanitaires　emergents　et　nouveaux）のことである。　Afssetはフランスの機関であり、SCENIHRは、　EUの機関
　である。
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リスクを測定できない時代のノルムがどのようなものかを見ていこう。タシン判決の問題が電話会社
に関わるものだったように、予防原則によって最も影響を受けるのが企業であると、エワルドは述べ
ている。というのも、企業は元々、ノルムを技術的な交換とコミュニケーションの道具として用いて
いたからである。例を挙げるならば、電車のレール幅や、キーボードの配列、あるいはパソコンのOS
といった規格のことである。ノルムは、「技術の使い方のスタンダードを決定し、そのスタンダードに
は、質と安全の基準も含まれていた」［Ewald　2009c：44］。しかし、規格としてのノルムがスタンダー
ドであるのは、一時的なものである。なぜならば、ノルムは「消費者の受け入れ条件を反映するから」
［ibid．］である。
　予防原則が憲法に組み込まれ、この原則が起草者の予測しなほどに応用されはじめると、企業の反
応は当初消極的なものだった。なぜならば、前章で説明したように、公権力の定めたノルムを尊守す
ることが、企業が安全規準を満たしていることにはならないからである。ほんの少しでも健康を害す
る恐れがあれば、それは予防原則を尊守していないということになる。企業はゼロリスクでなければ
ならず、しかし、理論上はゼロリスクはありえないのである。
　にもかかわらず、現在、予防原則が予想外のダイナミズムをもち始めていると、エワルドは述べて
いる。すなわち、企業は予防原則を積極的に取り込み、環境へのイニシアチブを握ろうとしているの
である。では積極的に取り込むとはどのようなことなのだろうか。エワルドによれば、それは、国家
の仲介を飛ばして、企業が直接市民との関係を持ち、そこで「それぞれ独自のノルム」［49］を作り始
めることである。そして、この企業の新しい隣人は、消費者だけにはとどまらない。むしろ、タシン
判決で見たように、企業にとって重要な隣人は、リスクにさらされる隣人すなわち、「近隣住民riv－
erain」である。
　企業に課せられるのは、この近隣住民に注意を払う義務である。つまり、企業活動が、個人の健康
を害さないよう努めなければならないのと同時に、近隣住民の平穏を妨害してはならないという義務
である。企業はつねに近隣i住民に注意を払い、リスクがないことを説明し、説得しなければならない。
かつて企業は行政の許可を得ることで、企業活動の正当性を証明していた。すなわち国家が作りだす
ノルムは、危険な活動をするための条件であり、企業がそのノルムを尊重することで、保護を受けら
れていた。しかしながら、予防原則は国家のノルムに不安定さをもたらした。企業にとって問題なの
は、もはや国家のノルムを守ることではなく、近隣住民の平穏を妨害しないことであり、企業活動の
リスクがないことを証明することであり、すなわち配慮することである16。
　企業が新しい隣人関係において知覚せねばならないリスクは、科学的に測定しうる危険値というだ
けではなく、彼らの主観的な感受性であるということは先ほどから述べている通りである。すなわち、
消費者や近隣住民の恐れや不安である。企業にとって重要なのは、基準値を守ることではなく、意見
16エワルドは、こうした企業の取り組みの一例として、レスポンシブル・ケアを挙げている。レスポンシブル・ケアと
　は、化学物質を扱う企業が化学製品の開発から製造、使用、廃棄に至る全ての過程において、自主的に環境・安全・健
　康を確保し、社会からの信頼性向上とコミュニケーションを行う活動のことである。
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の賛同を得るということなのだ。企業はゼロリスクを守ろうとする姿勢や、環境への保護という企業
理念を見せること、そしてそれが隣人に受け入れられるということが、企業の活動条件となっている。
エワルドによれば、ゼロリスクへの姿勢を見せ、常に情報を開示して、住民の賛同を得ること、そし
て自社ブランドの価値を守ることが新しい時代の隣人関係であり、次々と変わっていく隣人の価値体
系と意見へ順応し続けることが、新しい時代のノルムとなると述べている。
　したがって、この新しい時代のノルムが、普逓的な基準になるということはない。なぜならば、土
地や環境が異なれば異なるほど、隣人の感性が異なるということであり、その感性に順応する企業の
ノルムもまた、無限に複雑化していくからである。企業は、近隣住民の反応を調べ、批判や不平に耳
を傾ける。その結果として生まれるノルムは、個別化し、分散していく。「固有の歴史、心理学、社会
学をもつ多様な環境があればあるほど、その数だけノルムや規則、作法が存在する」［43］ことになる
のである。すなわち、予防原則時代のノルムは共訳不可能な原理になるだろう。エワルドはこう述べ
ている。
予防原則の中には、矛盾があるように思われる。すなわち、一方には保護に関する普遍的な原
理になりたいという願望があるのに対して、現実には、ノルムの無限の分散をつくりだしてい
るということである。……。この新しい側面では、予防原則は、統合者f6d6rateurとして、つ
まり、社会的統合を強化する原理ではなく、むしろ分散の、分裂の、不協和音の原理として現
れてくる。予防についての同意consensusの探求は、価値についての不一致dissensusの証明
に行き着くだけである［48］。
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